
区 分

職 員  配  置  (人 ) 家畜頭数 (頭) 診 療 件 数 (件)

獣医師
人 工
す受米青自市

務
員

事
職

計
格
数

資有
頭

入
数

加
頭

済
故

共
事 事 故 外 計

1972
総

ヽ

体

ち平取支所つ

25

2

10

1

35

3

20,178

1,702

1 3 , 0 3 3

1 , 2 3 1

15,118

1,094

10,729

374

25,847

1,468

1973
総    体

うち平取支所

25

2

9

1

3 37

3

21,707

1,890

14,360

1,531

15,069

1,248

8,345

459

23,414

1,707

1974
総    体

うち平取支所

26

2

8

1

3 37

3

23,227

2 , 1 1 0

16,074

1‐878

16,299

1,582

8,647

396

24,946

1,978

1975
総    体

うち平取支所

8

1

5 41

3

24,536

2,253

1 7 , 1 5 1

1 . 9 1 9

16,968

1,680

7.860

402

24,828

2,082

1976
総

う

体

ち平取支所

28

2

8

1

6 42

3

24,617

2,257

16,803

1,971

16,505

1,734

7 , 8 8 1

8 1 4

24,386

2,548

1977
総

ヽ

体

ち平取支所つ

27 8

1

8 43

3

25,081

2 , 3 1 1

17,098

2,089

1 5 , 3 1 9

1 , 4 3 9

6,866

438

22,185

1,877
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日高地区農業共済組合家畜診療所の獣医師配置 と診療件数表 II - 3 1

出所 :日高地区農業共済組合資料より作成

表II-32 日高地区農業共済組合の獣医師の事業量

区 分

獣 医 師 1人 あ た り

引受頭数 (頭 ) 診療件数 (件 )

全  体 平  取 全  体 平  取

1 9 7 2

1 9 7 3

1 9 7 4

1 9 7 5

1 9 7 6

1 9 7 7

521

574

618

613

600

633

615

766

939

960

986

1,045

1,034

937

959

887

871

822

734

854

989

1,041

1,274

939

出所 :日高地区農業共済組合資料より作成

と診療体制 を前提 とした家畜診療所の収支関係を

みたのが表 II-33である。診療所会計には家畜診

療事業 と人工授精事業を包括 してお り,現 実の業

務 も獣医師が人工授精業務に従事する等,統 合的

に実施されているが,同 表では人工授精事業部門

を分離し,診 療部門に限定 して作成した。

診療所事業収入は家畜共済の病傷給付による
「病傷事故診療収入」 と共済適用外の 「事故外診

療収入」ならびに 「家畜共済掛金乙」で大半が占

められ,こ れに若子の業務勘定 との負担区分によ

る調整,資 本取引的収入等が計上される。
一方,支 出は獣医師人件費と診療用医薬品,消

耗器材その他の運営費を内容 とするが,各 費目と

も年々上昇 し,1972年 の1億4,083万円から1977年

には3情3,600万円 と2,3倍 に増加 している。費目

の構成比率はおよそ人件費45%,医 薬消耗器材35

%,そ の他20%で ,診 療所運営にとって獣医師数

およびその給与水準が大きく影響する。

診療所部門収支は1976年が 438万 円余の赤字 と

なったほかは,各 年 とも乗」余金を計上 している。

これらのことから家畜共済事業の一環で運営さ

れる家畜診療所事業は,獣 医師 1人 あたり引受家

畜頭数600～700頭,診 療予測件数 800～9oO件,診

療所収入1,000～1,200万円, うち診療収入 800～

1,000万円が基礎条件 といえよう。しか しこれは
一般馬 (60%)が 主体 となった共済関係を前提 と

してお り,肉 用牛主体の条件下で1よ若子の引受頭

数基準の増加が必要 と考えられる。支所別の診

療所収支は定かにできないが,仮 りに一応の収支

均衡が成立 しているとすれば,平 取支所のように

乳午50%,肉 用牛30%,一 般馬20%程 度の構成で

は 1,000頭程度の引受頭数が基準になるものと思

われる。

4.損 害防止及び付帯事業の実施

家畜共済事業の一環 として家畜の予防衛生事業

が実施されている。



表 II-33 日 高地区農業共済組合家畜診療所の収支
     (単 位 :千円)

目項

額算決 勿９７

成

１

構1972 1973 1974 1975 1976 1977

収

入

病傷事故診療収入

事故 外診療収 入

雑  収   入

家畜共済掛金 乙

2 7 , 7 1 4

8 1 , C ) t ) 2

1,654

48,lS2

705

075

866

694

53,067

126,440

4,756

66,958

65,589

138,243

6,031

71.682

75,132

146,040

6,954

72.258

89,379

169,049

6,581

74.070

25.8

48.8

1 . 9

21.4

計 158、642 185,340 251,221 281,545 3001384 97.8

他のそ 1,052 2,010 2,007 7,184 7,577 2.2

収  入  計 159,637 186,392 307,568 346,656 100.0

支

出

医 療 品 消 耗 品

診 療 人 件 費

往  診   費

嘱 託 診 療 費

診療所維持費他

減 価 償 却 費

家畜財産処分損他

4S,485

69,201

5.669

10,337

ら、794

1‐351

64,747

86,451

6,783

17,339

5,868

494

92,701

110,604

10,901

654

25,702

6,750

380

102

129

11

1

31

8

406

596

462

253

317

872

49

115,482

157,902

13,737

30,252

14,429

4,206

34.4

47.0

4 . 1

9 . 0

4 . 3

1 . 3

支  出  計 140 181,682 247,692 284,017 311,955 336,008 100.0

余 金 18‐800 4,710 5,538 △  465 △ 4,387 10,648

出所 :日 高地区農業共済組合資料 より作成
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表II-34 日 高地区農業共済の損害防止事業実施成績

年 9  次 一 般 損 害 防 止
特 定 損 害 防 止 事 業 総 決 算 額 (千円)

牛  (頭 )肉 牛 llR  入 支  出

1 9 7 2

1 9 7 3

1 9 7 4

1 9 7 5

1 9 7 6

予 防 薬 配 付

〃  そ の 他

駆 虫 薬 配 付 他

肝蛭 症 の検 査 駆 虫 (21 2 )

〃   〃  ( 1 3 9 )

″   〃  ( 2 3 4 )

〃   〃  ( 1 3 0 )

〃    ′ ′  ( 1 0 1 )

繁 殖 障 害

ケ トン症 ・乳房炎

金 属  異  物

肝  蛭   症

(各 年 共 通)

7,502

6,257

8,339

7,978

7.978

7,502

6,257

8,339

7,978

7,978

1977 畜合消毒 リース協会事業外 肉 牛 繁 殖 障 害 (7 0 )

金 属 異 物 ( 3 0 0 )

肝   蛭   症 (248)

4,118 4,118

出所 :日高地区農業共済組合資料より作成

内容的には一般損害防止事業 と特定損害防止事   ま た,町 営牧野の入牧 牛に対 しては気腫癌 ・I

業に分けられ,前 者では予防薬駆虫薬等の配付や  BRの 予防注射を全頭に実施 している。

畜合消毒等の一般予防対策が とら″L,後 者ではと

くに乳牛の繁殖障害やケ トン症,乳 房炎その他の  第 6節  資 金供給プロセス

検査 ・指導が中心 となり,肉 牛では100～200頭程   資 金供給プロセスは,肉 牛生産にか わヽる資金

度の肝蛭症の検査 ・駆虫の実施にとどまっていた  の 需要に即応し,如 何に円滑に資金を供給し,回

が,1977年からは繁殖障害,金 属物除去が加えら  収 するかを問題とするプロセスで,そ の運営の如

才している。事業推移を表 II-34に示 した。     何 は,産 地形成上決定的な意義 をもつ。資金供給



の担い手は主 として町 と農協であるが,そ れぞれ

独自的な資金 と道 ・国や_L部系統機関の資金を諸

制度を通 して導入している。また,町 は利子補給

等により農協の資金供給を促進する措置を講 じて

いる。資金消費の直接的なⅢとい手は肉年生産農民,

白治的生産者組織,お よび町 (肉年生産事業)で

あるが,町 の肉年生産事業は,そ の管理運営を町

畜産振興公社に委託 している。資金需要の経済的

性格は,内 年生産関係の固定資本形成 と運営資金

に大別される。

1.地 域肉年生産用固定資本形成資金

固定資本形成は,直 接生産農民の肉牛関係施

設 ・大農具等の取得 と,町 の肉年生産事業である

町営牧野,肥 育施設,家 畜市場等の建設であり,

草地造成については1950年代後半より酪農 との関

連で実施されてきたが,全 般的な肉年生産のltl定

資本形成は本格的な産地形成期である1970年代に

入ってからである。

1)町 営牧野建設資金

町営牧野の造成は1956年から1975年にかけて町,

農協有地 を充当し実施された。この間の資金総額

は 11意8,337万円におよマSSが, 1966年までに`2,073

万円,そ れ以降が1億6,264万円の投入である。事

業の実施はいずれも補助事業が適用され田 ・道費

9,169万円,町 費8,268万円 と町債 900万円の資金

構成と概算される。

2)町 営肥育施設資金

肥育事業の創始は,1966年 の和牛繁殖牛合の建

設である。その後肉用年生産同地育成事業,山 村

地域特対事業の導入により 「一貫生産 十素牛導入

子千J」の肥育施設が完成した。総資金額は 5,127万

円に達するが,一 部を除き補助事業が適用された

ことから,国 ・通費2,564万円,町 費1,4637」円,

町債1,100万円で構成される。

3)町 有種雄午導入資金

種雄牛の導入は原則的には北海道肉用午協会管

理の種雄年の借受け としてお り,一 部町独 自で導

入をす めヽている。1973年以降,同 協会の種雄牛

の購買単1面に町費で上置きをし,優 良資質牛の導

入をはかっている。1969年以降現在までの借入頭

数は 8頭 , 自已資金導入が 1頭 (185万 円)の 合

計 9頭 が町有種雄午 として利用されたが, このた

めの町の所要資金は 975万 円に達する。また,梅

雄牛は町営牧野内にけい養 しているが,こ のため

の午合の建設資金480万円を要し,総 額1,455万円

の財政投資 となる。このほか,北 海道肉用午協会

の充当資金が 570万 円あり,こ れを含めると町の

種雄年の事業は2,025万円の高額に達する。

4)家 畜市場施設資金

当町の家畜市場は1970年に開設された。施設の

所有は町で,施 設の保守管理は町畜産公社,家 畜

市場の開設者はホクレンである。町の施設建設は

1970～1973年にわたって総額 722万 円を投入して

完成をみた。事業の性格上,資 金財源は町一般財

源を充当している。

以上,町 営の肉年生産用ltl定資本形成の投資総

額は2億8,479万円におよび, そのうち,田 ・道等

の補助金 ・貸付金等を1億4,303万円受け入れ,町

の直接投入額は1億4,176万円に達する。

2.個 別肉イli維告柴lhllの肉牛用固定資本形成

資金

肉牛飼養農家の肉午用固定資本形成は,米 礎午

の貸付牛導入を除き既設資本設備ないしは自己資

金によって,創 業時か ら1970年代中期にかけて細

々と続けられた。ここでの本格的な固定資本形成

はそれ以降のことで,具 体的には 「肉用年生産Fhfl

地育成事業」をてことして一挙にす めヽられた。

その内容は共同繁殖牛合,飼 料生産機械, 日胆牧

野の建設等であり,そ のほか一部大規模肉牛経営

での種雄牛導入がある。この資金総額は1億4,370

万円におよび,資 金構成は,国 ・道費8,945万円,

近代化資金等3,720万円,農 民直接負担資金1,435

万円である。

3.基 礎牛導入資金

肉牛産地形成の絶対的条件である基礎牛の導入

については,肉 午導入開始の1962年から一賞して

町単独,農 業開発公社貸付午等の適用により総頭

数 855頭 を導入している。このための資金総額は

1億5,804万円におよび,そ の財源構成は国 。道補

助令1,848万円,系 統資金 1億 3,956万円が投入さ

れている。町はこの借入資金に対 し独 自の利子補

給制度により現在まで 903万 円の財政援助 をして
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いる。

4.地 域施設(平取町畜産振興公社)運営資金

地域肉牛生産施設は町から委託をうけた畜産振

興公社によって一切の運営が行われている。した

がって,そ こでの運営資金は公社 自体の責任にお

いて行われる仕組みである。公社は事業の性格に

よって牧野,肥 育,家 畜市場の 3勘 定を設定し,

勘定別の決算 (損益計算 ・貸借対照表作成)を し

ている。1977年の総合支出額は約 11意円におよび,

総合収入額7,800万円に対 し,2,600万円程度の資

金不足である。資金所要額の部門別構成は肥育事

業7,200万円,牧 野事業2,600万円,家 畜市場57万

円である。

資金所要額の多い肥育事業が創業早々で
｀
現金収

入が 5,500万円と少なく,か つ定常化 しないこと

から運用資金量を多くしている。

現実には,畜 産振興公社は毎年度の定時総会に

おいて借入限度額 と借入先および金利条件を表 II

-35に 示 したとお り議決 している。

金利条件は町が一貫して3.65%,農 協 ・苫小牧

信金は一般並みの金利水準である。借入限度額は

肥育事業が本格化する1976年からは 1億 5,000万

円としている。この中で町の負担資金は1975～

1976年が4,000万円,1977年以降は8,000万円で,

町の予算編成は畜産業費の貸付金 として計上 して

いる。

牧野事業は本来町独自の公共事業であるが,そ

れを畜産振興公社に委託する仕組みであり,町 は

経済主体的責任をもつこと なゝる。1975年までは

入牧料 との差額 (赤字)を 畜産業費―補助金 とし

て200～800万円を計上 してきた。1976年からはこ

ヤしを町牧委託料 として畜産業費に予算計上 してい

表 H-35 平 取町畜産公社の定時総会の借入限度の議決
  (単 位 :万円・%)

借
次年

入

限 度  額
平   取 町

借 ヽ 先 ,金 額 ・金 利 条 件~ 平

 取  農  協   1 振 内農協・吉小牧信金

借 入  額 金 借 入  額 金 借 入  額 金

2 , ( ) 0 ( )

4,000

4,000

8,000

8,000

3.65 3,000

4,000

5,000

7,000

5.000

9 . 0

1 0 . 5

9.5

3,000

6,000

15.000

9 . 0

1 0 . 5

8 . 5

出所 :平 取町畜産公社資料より作成

る。

5.地 域 自治組織の運営資金

自治組織 としては,農 業振興協議会,肉 年生産

振果会,和 年生産改良組合が結成されている。農

業振興協議会は町内関係機関の農業全般にわたる

協議組織であり,こ こでの運営資金は町および
｀
農

協の助成金に依存し,年 々190万円を要 している。

肉用年生産振興会は農民の自治的組織であり,本

来,経 済的にも自立すべ き性格の組織であるが,

当町では参加農民の会費のほか,町 農協および土

地改良区の助成金によって運営されている。

肉牛生産振興会は,1969年 に町内の全肉午飼養

者によって組織され,現 会員98名である。事業内

容は関係機関との連絡調整,登 録事業,肉 牛技術

の研1夕等のほか,町 牧野事業 との関連から基礎牛

のへい死事故に対する代畜購入互助事業を行って

いる。

和年生産改良組合は肉牛生産振興会の下部組織

として,全 国和午登録協会の認定をうけ1978年に

設立された基礎午改良の目的集団である⑥肉牛生

産振興会の財源は,会 費収入と町 ・農協 ・農業振

興協議会,日高肉用牛対策協議会等からの助成金,

登録収入からなり年額86万円 (1977年)で ある。

代畜購入互助事業基金は会員の積立金 (1頭

2,000円)により運営され,死 亡見舞金は1976年ま

で1よ12万円,1977年 は予算上 8万 円に引下げてい



る。この 2組 織の肉牛関係を合計すると,そ の財

源 (資金)構 成はつぎのとお りである。

生  産  者   187千 円

平 取  町  430  (唇努路留警審)
農    協   500

日高 肉 牛 協   30

土 地 改 良 区   62

事業収入ほか  254

合   計   1,463

6.肉 牛飼養農家に対する流動資金供給

肉牛飼養農家に対する流動資金は飼料費,そ の

他生産資材 と,肥 育素牛の対価で供給主体は農協

である。一般的な農協事業 としては,購 買事業の

特別勘定である 「肉牛勘定」によって供給される。

購買事業の取扱は先に述べたとお り,1977年 肉

牛関係の推定実績は 11意1,553万円である。 こ の

時期別の供給比率 を正確に把握することは困難で

あるが,購 買品の主体 を占める飼料配分実績 と春

先に供給される肥料購買高からその四半期別資金

額の推移を概算する。すなわち, 4～6月期に38.1

%を 要し,残 余の 3半 期で 3分 する形をとるもの

と推察される。一方,販 売事業の取扱実績は1977

年実績で1億3,333万円であるが,こ の四半期の配

分は10～12月におよそ%が 集中してお り, 9月 ま

では購買高が販売高を上回る。したがって肉牛部

門に限ってみれば,購 買事業による流動資金供給

原資は,子 牛生産販売が春子主体 となっている現

状では購買総額のおよそ15～20%に あたるおよそ

2,000万 円 を年度前半に準備することが必要 とい

えよう。

肉牛勘定は,1975年 10月から開始された。その

北海道立農業試験場報告 第 37号

表II-36 平 取町農協肉牛勘定の資金動態

意図は子牛価格低迷への戦略 としての地域一貫生

産体制 をとるための流動資金供給 と系統出荷の向

上をねらいとしたものである。創設以来の運営実

績は表II-36に示 したとお り,年 々の貸付金額は

3,300万円程度で,1977年 度の貸付残高は4,376万

内の実績である。また,こ の間の最高残高は,約

5,000万円に達 している。 し たがってこの肉午勘定

が現状程度で運用されるとした場合,農 協の資金

枠は4,000～5,000万円を必要 とする。この原資は

農協独 自の資金枠を充当し,一 般の信用事業 とは

分離し運営 している。金利条件は組勘貸し利定、よ

り若干低 目に設定 してお り,1975～ 1976年が11.5

%,1977年 が10.5%,1978年 は 9.0%の 実績であ

る。しかし1978年度は,貸 付金額が大幅に減少し,

貸付残高は 100万 円 (11月時″点)程 度 となってい

る。

以上の事業の担当主体 と機能に即応した資金供

給の実態を総括すると図II-1の とお りである。

固定資本形成は当地区における肉牛導入の創始期

から現在に至る投資を総括 したものであるが,農

民の資本形成については,基 礎牛導入と施設は主

として肉用牛生産団地育成事業に限定せ ざるを得

なかったが,総 投資額は 5億 8,653万円で,町 営

資本設備が 2億 8,479万円,農 民営資本設備が 3

億 174万 円に達する。この資金供給は道 ・国の補

助金 2億 2,526万円, 町 費 1億 6,176万円 (うち

2,000万円町債 )農 協系統 (貸付金)11意 7,676万

円,肉 牛協会の種雄牛 840万 円等で,農 民の直接

投入資金は1,435万円にとどまる。
一方,流 動資金は主 として1977年ベースに単年

の運用ないしは消費として計上 したが,貸 付金 2

(単位 :頭 ・千II])

年 月 貸付頭数 販売頭数 貸付金額 回収金額 残 期中最高残高

1975 。 10 ～  1976. 2

1976 。 3 ～  1977 . 2

1977 . 3  ～ 1978 . 2

1978 . 3  ～ 1978 . 4

207

(176)

75

14

17

( 5 1 )

72

30

32,021

34,605

31)431

3.071

4,870

27,217

22,205

10.524

27,151

34,539

43,765

36.312

28,671

35,196

49,648

43,764

注 1)( )内 は台帳不明頭数あ り。

2)貸 付は肉午と飼料で
わ77～'78年

は飼料が 多い

3)出 所 :平取町農業協同組合資料より作成
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農業振興協議会
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野 1956～19F5年施設 機 械 草 地 118,33↑I」円|

人  ヽ  19Fボ12ⅢⅢ25 r」門|

業 1966～19「1施設 機 械 1512F万円十

人 1,F3～19F4132い万円|

場 19■卜 19F31化25円 |

図 H-1 平 取町肉午産地 における資金供給プロセス

肉牛事業運営所要資金け,000F円 |

共同牛合 1,F3～ 197415,062万円十
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略買事業

19F F年11 ( 5 3 8 1」円準備資金!,い01万円

肉+勘 定

貨付残高 4,0 0 0～5、000万円

センターヘ持ち込み,枝 肉販売をしてお り,町 畜

産振興公社の肥育牛は,農 協 を通さず,公 社が直

接販売 している。多くは東京,大 阪,京 都の公開

市場に持ち込み,枝 肉R反売をしている。一部はホ

クレン富|||センターで「斉殺し,そ の一部は町営の

国民保養施設 「二lkt谷ファミリーラン ド」で直販

している。以上を慨Th‐すると図II-2の ような販

売模式となる。

2.農 協販売事業による肉午取扱実績

1)肉 午販売高

H反売プロセスの技大の担とい手は農協 (販売事業)

である。こ でヽは,販 売事業の全体的な運営 とそ

の中での肉午販売取扱の実績にまつわる経済的構

造をみておきたい。

販売事業は受託品,買 取品,共 計品に区分され

る。受託辞1は農産物では政府出荷米,ア スノ(ラガ

ス,て ん来,南 瓜, スイー トコーン,畜 産物の全

勲岬棒雌師

億2,000万円,単 年消費1,393万円を要 している。

このうち町畜産振興公社分は貸付令で 1.5億円,

単年消費800万円である。

第 7節  販 売プロセス

このプロセスは,地 区内肉年生産物の販売にか

かわる実践プロセスで,農 協の販売事業に代表さ

れる。

1.肉 午販売体系

生産肉牛の販売は子午と肥育牛であるが,現 状

の生産は農民層では子牛生産,肥 育牛は町畜産振

興公社で代表される。

子午H反売は,ホ クレンか開設する平取家畜市場

が主体で,一 部が白老地域家畜市場 と,北 海道ホ

ルスタイン農協開設の早来地域家畜市場に出場 し

ている。

肥育牛の販売は,農 協系統はホクレン富)|1食肉

十離 年償付W O 型

r` 取 農 協
rヽ 取  阿 !

人  1 1 ■ ( I l ヵ1 1 サ

固定 資 本形成

町  畜  産

振 興 公 l i

固定資本形成
      四

轡 岳 皆 ど 群| ‖! 黙  陥 晶 牧意
t  l 1 0 万円

鬼 ♂ 成

科鵡 加
 ‐ 1 筈8 婚

柳 卿

道  国 Pド支6万円  浅 号算

ま 農

互‖淵子骨

齢  暑
1:|十
千十号骨  単

年1督資金
 84拘円

軸 輸 資令
‐ ‐

羽」 農

計  L認 号呂肉 年 協 会  A4Ⅲ万円

農 民 告 農 lド435万円     合   計   23、39S,円
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表 H-3 7 平取町農協の販売事業取扱高の推移
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部が対象となり,販 売事業総取47k高のおよそ90%

をFiめる。

販売事業取扱高の推移は表 H-37に 示 したとお

りで,1969年 の10億 1,800万円 (当時の 3農 協合

計)か ら1977年の29億 6,300万 円に増加 し,名 目

増加率は 291%で ある。この間の物価指数は農産

物総合が219%,米 価が222%な ので,実 質成長率

は 134%程 度 と推定される。取扱『1の品目構成は

米が依然として主産物であるが,1969年 の77.8%

から者 しく|とRドし,1977年 には56.1%に と まゞり,

名目伸び
｀
率は 210%,実 質では94.5%に 減少して

いる。この米の実質的な下落をカバーし,販 売総

取扱を高めてい戸のが畜産,野 来類である。

肉牛の販売高|よ1970年の4,651千 円から1977年

1億 3,333万円と約2.91者の増加である。この間に

当地区の主産物である子ゴli価格はおよそ 2倍 にな

っているので,実 質的な増加は1.54i祈土度である。

最近3か年の取扱実績は1975年の4は)蚊から,1977

年には 514頭 に急、増 してお り,平 均1面格 も17.9万

円から25.9万円に_L井している。これは価格その

もの 上ヽ昇 と販売牛の高体重化の山imiからの増加

である。販売高の月別配分は,漸 次均衡化 してき

てはいるが, 9～ 10月に大半が集中してお り,先

にお、れたように購買事業の一方的な貸付が 8月 頃

まで
｀
続 くこと なヽる。

2)肉 牛販売手数料

肉牛販売手数料は一と
こ
rして 1.5%で ,他 の畜産

物 と同率である。販売手数料額は1975年69フす円,

1976年138万円,1977年 210万円である。一方,総

販売手数料額は,1975年 2,862万円,1976年 3,158

ガ円,1977年 3,552万 円であるが, これに対する

肉牛の手数料額比率はそれぞれ 2.4%, 4.4%,

5.9%と 上昇 している。

1977年販売事業全体の部門損益は収益卒 (手数

料収入一 |ユ接費用/手 数料収入)が 83.7%,事 業

管理安の配分が収益額の49.6%の 実績であるが,

この全体的係数により肉牛取扱の授益 を試算する
レ,

】丈   益 2,104千円

費   用  348〃 (16.3%)

事業総利益 1,763〃 は 3.7%)

管理貸配分 1, 0 4 5〃 ( 4 9 . 6 %人件貸0. 3 3人分)

事 業 利 益  7 1 8〃

となり販売部門配置人貝 7.8人のうち0,33人の人

件賛を負担とし,72万 円程度の事業利益をあげたこ

と なゝるが, この柱度の肉牛取扱高では肉牛専門

の販売職買 1名 もお くことはできず,他 の畜産販

売 との兼務体制 をと',なければならない。Wr畜産

振興公社の肥育午販売が系統に一元化すれば,取

扱高はおよそ 5,000万円,手 数料は75万円程度進

加されるが,そ れでも単独に専門担と当職真をお く

までには至 'っない。したがって, この程度の産地

規模では購買 ・H反売事業 と信用事業を逆動 した形

での農民対応 と農協運営によって肉牛生産事業を

展開すること なゝろう。

3.家 畜市場の運営

1)平 取家畜市場

平取家畜市場は1970年に開設された。それまで

は,地 区内生産虫数 も少な く農協あっせんH反売,

十11を市場への 1と場等
掛

で対応してきた。開設当初

はに1岳時家畜市場であったが,1973年 かデっは定期家

畜市場 として連′
洋している。

市場の運営は,施 設は町が建設し,そ の保守管

F単を町畜産振興公社に委託 している。家畜取じ|は

町 ・農協の拠出金を原資 とした町農業振興協会か

らの助成令で運営される。多くの関係機関がそれ

ぞれ機能をもって家畜市場運営に参lBlするという

極めて複雑な杉をとっているが,反 面, 多くの関

係者が主体的に肉牛販売に参加 し, 見守るという

メリットも見逃せない。

(1)市 場開継回数 ・取け1頭数の推移

市場の開催回数は創設早々は秋 1い1,1973年以

に作は 5月 1回 , 9・ 10月に各 1回 の 31可開性 して

いる。出頭頭数の年次推移は1970年の 220頭 から

年々):や力「1し, 1 9 7 }年には 34 2ゴF t ,  1 9 7子年は 60 5ガ〔

の実績であった。しか し, 1日 とr均 出場虫数は 1

～ 2日 の開催 日数の年の ナすが多く,年 4匝1開1性と

なった1973年以降 100虫柱度で推移 してきたが,

1977年には 151頭に急、増 している。

上場肉牛の産地 (生産者営農地)か ら市場国を

設定すると図II-3に 示 したように日高支庁管内

の黒毛和凝飼養町村 と穂別町が主要な市場圏とな



注 110印 は買取者内数

2)出 所 :平取家畜市場成績より作成
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表 II- 3 8  平 取市場の購買者の推移

表II-39 平 取家畜市場取引成績

(単位 :人 )

年  次

催
数

―

開
回

―

家 畜 南 農 協 ベ
ロ

本  州 道   内 計 本  州 道   内 十 本  州 道   内 古|

1 9 7 5

1 9 7 6

1 9 7 7

4

3

4

8⑥

22 ①

1 4 0

18 ①

25 ①

16 1111

①

①

①

②

Ｏ

②

1 3①

16 ①

19 ①

15 ①

18 ⑮

21 ①

1()③

24 ④

16 ①

31 ①

41 ①

35 14

41 0

6 5  1 4■l

51 0

区
1974 1975 1976 1977

全 体 1市目あたり 体4 市日あたり 休4 市日あたり 全 体 市日あたり

開 偲1回 数 (回)

出 場 頭 教 ( J虫)

H文 け| ゴ貞 姿究( ′′ )

H文  け 1  客貞 |千円|

平 工」体 L T l ( k g )

l kg l画 格 (円)

3

579

445

52,519

225

531

1 9 3

1 4 8

1 7 , 5 0 6

5

713

559

64,252

207

556

143

112

12,850

4

768

547

100,000

250

720

1 9 2

1 3 7

2 5 , 0 2 3

4

785

619

154,848

297

842

196

155

38,712

出所 : |`を取家畜市場成校より作成

っている。 このほか古平Hrl, 占冠村か らも比較的

まとまった_11場をしているが,年 によって変動 し

ている。 また,大 市場 をか ヽえる白老町か らも年

によって上場 されている。 各町村農協毎の_上場虫

数は開設者であるホ クレン (日高事業所 )が 事前

に管内関係農協 のIFl当者会議に よって調整 してい

る。総_上場頭数 の うち平取町産の 占め る比率 は年

次によって変動す るがお よそ50～60%で ある。

(2)購 買者の参加状況

平取市場の購買者の参加状況は表II-38に示 し

たとおり,年 によってな十の変動はあるが,一ザf

して参加者は増加 し1978年には 5月 と9月 の 2回

開催で人員65人におよび,そ のうち6制 近 くのも

のが買とっている。購買者の性格は家畜商が道内

と本州家畜商で圧倒的に多い。農協系統では道央

地域の肥育地帯の農協の参加が多いが,本 州から

は一部肥育地帯の農協力串匝常的に参加 している。

総 じて当市場開催の評1画は漸次高まりをみせてい

る。

(3)取 引金額

取引市場における近年の取引金額は表 II-39に

示 したとお り,取 じ1頭数の増加につれて年々上昇

し,1974年 の 5,252万 円から1977年には 1億 5,485

万円まで高まり,市 日あたりも同じく1,750万 円

から3,871万 円となり,市 場運営の経済基盤
調

も

漸次上向している。

2)白 老地域家畜市場

白老町の和午飼養は,本 道肉牛飼養の端緒 とも

いえる歴史的積み重ねのある地区であるゴ
1抑

現飼

養頭数は108戸,2,413頭 を数える。こ ヽでの子牛

市場は1958年から開催されてきたが, 1965年 まで
｀

は町内産子年にと ヽヾまっていた。その後,近 隣町

村での和午飼養が増加 し, 白老市場への出場 を希

望する町村が増加 し,1970年 代前半では総出場虫

数の20～30%は 町外産子牛で占められているとい

う広域的市場圏に発展してきた。1977年 の出場'r〔

数は 3,000頭 を超え崇毛和種専Pl市場 として,生

産者,購 買者 ともにその機能 を高 く評1商している。

購買者は道内 ・本州の各地から大手家畜商や農協

系統の参加があり, と くに家畜商の買取比率の高
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図II-3  産 地冴1平llt家畜市場

肉用γll出場虫教 と構成比

IH,折: 十`を取家畜市場成績より竹:成

い市場 となっている。AF取田Jか らの出場 は少ない

が,む しろ素 午準 大市場 として利用 している。

3)北 海道ホ′レスタイン地域家 畜市場 (Fit来家

畜市場 )

この 市場 は,北 海道ホル スタイン農協 (各木義農

協 )カ ミ開設す る地域 市場 でi旦1回 の定期開1性とし

ている。1970年代前半 までは本州 方miの酷農地帯

にむけての乳用基礎午供給 を主 とし,付 随 して|え

牛 ,雅 十年出ドiの産地 市場 として発展 して きたぅ

乳用牛の上場JEl数は年 々増加 し,1973年 の3,813

虫か ら1976～1977年には 9,()00頭にと している。

乳雄牛の上場 も子L用牛 と1司様に増加 し現在 1万 虫

の_上場 を教 える。

一 方,黒 毛和種 の上場か,1973年 の 240虫 か 'っ

1977年には1976ガtと著 しい増加 となっている。 こ

L f貨

「1 1ド党

ド十受

1 9 7 5年

1976

1977

の主たる産地は地元の早来町 (総蚊数約 600虫飼

養)の ほか,江 別市 (総虫数約 700頭飼養)お よ

び近隣町村かデ)の L場 で,地 ケ亡・近隣産地にとっ

ては, 白老市場や平取市場 との重複圏となってい

るも

平取産の若十の内牛は,町 内外家畜商が庭先買

十J^けをし,市 場開催の周年化 している当市場に持

ち込んでいる。

今後,産 地における農協系統を軸 とした■産 と

販売にか わヽる農民意識の如何によって, と くに

当市場の販売プロセスにおける意義は大きく変革

fる ことが1予iチi」さ才しよう。

4.食 肉センター

当町が関係す る食肉センターは, ホクレン宙サ||

食肉センター と札幌畜産公社である。首川食肉セ
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ンター抑
は,1960年代初頭に日高地区生産農業協

同組合の施設として設置されたもので,1969年 に

この事業がホクレンに吸収 され, 日高事業所の所

属機関 として継承されてきたが,1978年 3月 にホ

クレンの機構改革により首小牧支所の所管 となり

現在に至っている。また,当 センターにはホクレ

ン本部直轄のノヽム ・ソーセージエ場が付設されて

いる。

屠殺能力は,従 前,小 動物換算 3万 項(年間)で

あったが,1978年 10月に浄化能力を整備 し日処理

頭教210頭年間 5万 頭 (250日操業 として)の 処理

能力となった。

近年の店殺頭数は年々増加 し,1977年 には小動

物換算 3.2万頭 となった。畜種別では豚が圧倒的

に多く,1975年 以降95%に 達 し,畜 牛は 4%に す

ぎない。畜牛の内容は,乳 牛 ・乳廃牛 。とくで,

肥育牛の店殺処理は殆んどみられない。平取町か

らの持ち込みも極 く臨時的なものにとゞまってい

る。これはホクレンが当管下の肥育牛を荷捌 きの

関係上札幌畜産公社に集結するようにしているこ

とによるものと思われる。しか し今後,札 幌畜産

公社の集畜状況や, 日高支庁管内と胆振支庁管内

束部地域の畜肉生産の増加によつて,当 セ ンター

の位置づけは大 きく変革することが予測される。

なお,札 幌畜産公社
抑

は1977年4月 から本格操

業を開始 したが,そ の実績は,豚 換算頭数12.6万

頭, うち肉牛比率は16.9%で実頭数 7,237頭に達

し,石 狩 ・空知 ・後志 ・胆振支庁地域が集荷エ リ

アとなっている。

5.平 取町畜産振興公社の肥育牛販売実績

町畜産公社の肥育牛販売頭数は,操 業以来,現

右1まで約 500頭である。販売方法は,町 農協を通

さず,公 社か独 自に道内 ・道外にわたって多様な

販売方法をとっている。すなわち,道 内では,家

畜商,肉 商,ホ クレン等への生体ないし枝肉販売,

時 として早来家畜市場出荷をしてお り,j童外では

関東 ・関西方面に生体搬入をし,全 農 ・肉商資本

等々へ販売 している。このように町畜産公社は道

内における和牛肥育牛の販売ルー トの未確定な現

段階的認識から,積 極的に多様な販売を試み,有

利な販売体制を作ろうとする意図とよみとれる。

また,1978年春からは町民の保養施設であるフ

ァミリーラン ドでの`直売により,地 元消費の開拓

にも着手 している。例年,町 と農協が中心 となっ

て 「平取町産業まつ り」 を開催 しているが,こ の

行事の一環で平取産牛肉のPRに 年 1頭 利用 して

いたが, ファミリーラン ド開設の1978年 (10月ま

で)に はすでに12頭の消費が行われている。

以上,肥 育牛の販売については町を中フは、に並々

ならぬ販売努力をしてきたが, その成熟には系統

利用,町 内一元化等々,残 された問題は多い。

第 8節  経 営安定プロセス

このプロセスは,1回別および地域的生産施設の

経営が安定的に保持 されるように,制 度的に包み

込んでゆ く機能である。当産地では現在,つ ぎの

ような諸対策が とられている。

1.子 牛1面格安定基金加入

北海道に肉用午1面格安定基金が設立
鋼
された1972

年以来,62戸 , 180頭 の加入実績であったが肉牛

飼養戸数,頭 数の増加により1978年に 100頭の増

「頁があり, 280頭の契約 となっている。

加入時から1976年に至る「H5に標準取引価格を下

回ったのは1974年以降 3か 年続き,こ の間に取引

のあった延 133頭に対 し170万円余 りの生産者補

給金交付が行われた。

2.家 畜共済加入

農業共済の一連による家畜共済への加 入率は,

前述のとお り極めて高い実績をもち,不 測の事故

による経営危機 を回避する体制が とられている。

3.肉 牛事故互助制度の設立

先に述べたとおり,肉 牛生産振興会の一事業 と

して基礎牛のへい死事故に対 し,交 替牛導入の見

舞金交付基金を設け,連 体的に経営安定がとられ

ている。

4.営 農指導 ・経営改善等による経営安定

上記の経済的側面からの経営安定に加え,営 農

改善にか わヽるソフ トな側面からの指導, 自主開

発による経営安定機能の拡充が重要である。現実

には,前 者では農業改良普及事業,農 協の営農指

導事業が軸 となり,町 内全関係機関による指導体

制がとられてお り,後 者では肉牛生産振興会,和
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牛生産改良組合を組織 し,相 互研修がす めゝられ

ている。

第 9節  総 合プロセス

以上の物的 ・経済的な生産 と販売にか わゝる各

プロセスを調整 ・促進する機能や,肉 年生産にか

かわる情報の克集吟味,伝 達 という機能 もまた,

産地形成にとって,不 可欠な条件である。このブ

ロセスは,町 内関係機関の独 自的機能を優先させ

つ ,ヽそ の総合化 を通 じて達成される。これを機

青ヒ的側面から集約すると,つ ぎにか げヽるとお り

である。

1.生 産の計画 ・生産の担い手参入1足進

当町の場合は,倉」設期f党階では町がプロモー タ

ー となって当時の 3農 協 (平取町 ・振内 ・開拓)

にlejJきかけ,全 町的な肉用牛生産振興組合を組織

育成 し,全 町的な計画立案 と,生 産のi取い手を広

めて行 くという努力が続けられた。産地形成的な

計画作成という点では1973年の肉用牛生産同地育

成事業の導入時期からとみられる。

この頃から,町 内に肉午飼養農家の中から農民

リーグと 的人材が現われ,農 協の営農指導 ・畜産

事業における肉牛分野への取組みが積極化 してい

る。その現われとして,和 午登録事務の町か ら農

協への移管,農 協肉牛勘定の創設等があげられよ

つ。

これらを要するに, このプロセスは町全体 とし

て農家経済厚生の長期的展望にたって町 ・農協が

一体 となって肉年生産の長期計画を如何に樹立す

るか,そ して,そ れを農民主体の計直iとして農民

自身が認容するかにか わゝる計画 と普及の機能で

ある。このプロセス主体は,創 始期はともあれ,

平取町に即 しての今日的段階では肉年生産農民,

肉年生産振興会を核 とし,関 連各機関の総合的な

主体形成が必要 となろう。

2.経 営技術開発と教育

経営技術の開発にか わゝるブロセスは,第
一義

的には農民自身の発想や研究による開発である。

そして, この主体的な行動に対 して農協営農指導

や,農 業改良普及事業等が如何に援助 し,成 熟さ

せるかにあろう。 したがって経営技術開発にか ゝ

わる指導機関の使命は思索する農民像を如何に育

成するかに重点がおかれねばならない。今 日まで

町内関係機関が未 してきた技術開発にか わヽる実

績はおよそつぎのように集約される。

① 畜 産公社による肉牛飼育の実験と展示教育

② 町 農協営農指導事業一技術経済指導

③ 農 業共済組合 「家畜共済」による衛生繁殖

(人工授精)技 術指導

④ 町 ・農協による自治的組織の指導 ・育成と

くに,和 午改良にむけての和年生産改良組合

の結成は今後肉午技術開発上重要な意義 を発

揮するものと期待されよう。

第 5章  肉 牛産地構造モデル

以上,平 取町における肉午生産の展開様相 と,

産地構成要素を9ブ ロセスに分類 し,そ の運営実

態を言己述 してきたが, こ才しを総合白旬な視点から各

プロセスの成熟段階 として要約すると,つ ぎのと

お りである。

① 産 地規模は基礎牛 700頭の地域準一賞生産

段階である。総頭数 3000頭(基礎午 1400～ 1500

頭 )の 地域一メi生産を目標 としている。

② 肉 牛経営は稲作復合型の子牛生産形態が主

体で飼養農家率は13%でおよそ 100戸,平 均飼養

頭数13頭である。

③ 繁 殖改良ブロセスは本交と人工授精の併用

方式をとり,人 工授精は家畜共済が担当で,畜 種

混同で成立 している。今後,改 良問題 を軸 とした

体制再編が残 されている。

④ 放 牧プロセスは町営牧野が担当,畜 産公社

が受託管理 し,預 託率は50%の現状である。放牧

原価は年により常↓高である。

③ 肥 育プロセスは町の施設を受託した畜産公

社が担当し,一 部, 自家子牛生産を含め, 200頭

の肥育牛を飼養している。高規格牛生産技術体系

の成熟が今後の課題である。

⑥ 資 材供給プロセスは農協購買事業でil当さ

れ,現状の肉牛取扱高は1.6億円で,手数料は1,245

万円。事業利益 445万円である。一貫生産化によ

り著しく拡大する。
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表 II-4 0  肉 牛生産の産地構造モデル

プ ロ セ  ス 現 状

デモ ブrrセス

担当機関

準基成形

1  4!

(1、000頭)

I1    1!
(2,000頭

iII  型
(3,000娘) 状原 モ  デ   ル

午

群

編

成

回

雌

成

　

　

去胃

計

成

育

子

‖巴

牛

牛

牛

牛

7 0 0

140

300

270

1‐4 1 0

1 , 0 0 0

200

450

450

2,100

2,側0

400

900

900

4,200

3 , 0 0 0

600

1,350

1,350

6,300

農民・公社 貸付牛導入(613頭)
で形成
手キ販売型→地区一

貫型
肥育は公社担当で開
発
肉牛勘定で個牙1肥育
開発
種雄牛・肉牛協会貸
付に上置導入
公社5頭、個別3頭

。平取町は地区一貫型

志向
・農民一貫型増加志向
・農民集団肥育の形成

必要
,種雄牛は現状とし人

工授精で増加に対応

雄種 牛 8 8 8 8 公社・農民

肉

経

営

牛 数

P

型

型

型

1～5→A

5～14→B

15～ → C

計

4 5

4 5

2 0

1 1 0

3 0

5 0

2 0

1 0 0

3 0

8 5

5 0

1 6 5

2 4

1 4 4

72

240

農 民 経営形態稲作を基幹
に複合型肉年飼養
地力維持、草地高度
利用
労働力利用補合関係
が目的
肉牛生産形態―子牛
生産型
一部に1巴育年生産

・標準経営の育成
A型母牛5頭一貫型
B型 〃1 0  "

C 型 " 2 0  '
・肥育部門は農協預託

または集団肥育と組
合せる

飼

料

生

産

放 牧 地(h a )

採 草 地十〃|

小  計 ( " |

稲 ワ ラ( 1 ' |

1 5 0

174

324

153

4 3 0

530

960

470

6 4 0

795

1,435

705

自家放牧率50%

稲ワラT D N比

繁殖30% 肥育20%

同率で計画

繁

殖

【】

改

良

種

人

事

人

工

雄  牛 (頭)

授 精( " )

業  量 慨円)

授精師(人)工

8

5 0 0

300

0 , 4

8

1 , 0 5 0

700

1

8

2 , 5 5 0

1,700

2 . 5

8

4 , 0 5 0

2,700

3～4

公社・農民

家畜共済

公社5顕、町営牧野
で牧利用
大規模3戸で回別本交
人工率50%1頭15日
畜種混同で延1200頭
11人
1頭当1万円

・自然交配は現状程度

1300頭)
.残りは人工授精

]頭15回
・肉牛専門化し改良間
題と結合する

改

良

配合計画1戸|

高得点牛(頭|

( 7 7点以上)

一Ｐ
　
　

　

２０

全 全  戸

700

全  戸

1,400

全  戸

2.100

和牛改良

組合

農民・公社

体制整備段階
.1974智子点姓 2.物
・1977年77″円災b3.1%

7 8 1 ' 1 9 協
・系統数多し

,本原登録の実施
・優良原種牛認定をす

る
. 7 1点吹上7吻1資質系

7 8  〃 珂% |を重視

放

牧

預 託 頭 数(頭

放  牧  地 ( h a

ブロセスコスト(研

公 共 助 成(〃

5 5 0

150

1,200

400

7 8 5

2 1 5

1 , 7 1 6

570

1 , 5 7 0

430

3,420

1,140

3 5 0

640

124

7 1 0

2

5

l

町営牧野

町

預託率50%
十子付57%成 ・育成牛
26%子牛17?あ|
人件費 1600万円)で
高コスト
平均入牧料120円/
頭日

・同率で推移するもの

とする

。同構造で拡大する

.入牧料は固定する

去
胃

常 時 頭 数(頭

年 出荷頭数(〃

肥 育 原 価(邪

プロセスコスト( "

管 理  人 (人

2 0 0

120

65

7,035

3 5 0

200

35

7,000

1 . 5

7 0 0

400

35

14,000

3 . 0

1 , 0 5 0

600

35

21,Ooo

4 . 5

公 社

農 協

集 団

素牛は会社の自家生産

を購入
預託方式とする

肥育期間175月

増体原価900円/kg

200頭単位1家族

衛

生

管

理

共 済 加 入(頭

診 療 件 数十〃

診療 収 入向

獣  医  師(人

9 3 0

370

222

0 , 4

1 , 8 6 0

740

444

1 , 0

2 , 7 9 0

1,120

672

1 , 0

家畜共済 加入率93%

診環件数率40%

1件当5～6千円

畜種混同で成立

同一加入率とし

肥育牛は非加入

II・HI型は専門的な

従事可能
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フ
U ロ

 セ  ス 現 状

モ ア ,レ プロセス

担当機関

成 準基形

I  型
(1,000頭)

I1   4!
(2,000頭)

III  型

(3,000頭 状原 モ デ  ル

資

供

農

協

購

買

事

業

子年生産‖調)

l巴育 牛(" )

計 (〃)

1 . 1

0 . 5

1 . 6

1 . 6

0 . 8

2 . 4

3 . 2

1 , 6

4 . 8

4 . 8

2 , 4

7 . 2

農 協 ・基礎牛1頭当16万円

・肥育牛 ' 18万円

同一条件とする

手 数 料(刑)

純 利 益(〃)

配分管理費(〃)

事業利益(〃)

負担職員(人)

1 , 2 4 5

1,048

603

445

2 . 0

1 , 8 4 8

1,552

751

801

2 . 0

2 , 8 8 0

2,304

1,440

864

3～4

4 , 3 2 0

3,456

2,160

1,296

5～6

協農 手数料率平均77%

総利益率   84%

配分管理費率48.4%

事業利益率  36%

平均人件費253万円

II,III型は6%とする

, 80% ″

" 50% ‖

人件費比率は配分管

理費の80%とする

平均人1牛費を300万円

資

金

供

給

同
定
資
本
形
成 計

農

公

民

　

土
ハ

3 , 0

2 . 8

5 . 8

4 , 8

4 . 5

9 , 3

9 , 6

7 . 8

1 7 . 4

1 4 , 4

1 1 . 5

25,9

農   民

町 (公社)

.基礎年1頭当48万円

・肥育牛 ‖ 20万円

・草地造成陥当122万円

=町貸付金 8千万円
・公社   肉 牛勘定

(7000万円)(5000万円

購買資金  その他

12000万円|(1000万円

,固定資本形成同一基

準による
・草地造成投資同水準
,各種補助事業の適用
,放牧ブロセス増加分

計上
・肉牛勘定(蛇万円/頭)
購買資金13万円/頭|
増加計上、公社は同

流

動

資

本

農 民

土
ハ

公

計

0 , 8

1 . 5

2 . 3

0 1 9

1 . 6

2 . 5

1 . 0

1 , 7

2 . 7

1 . 2

2 . 5

3 . 7

町 (公社)

農   協

販

士
冗

出

荷

頭

数

雌 子 牛(頭)

去勢子牛(〃)

廃  牛 ( " )

肥 育 牛(〃)

計

1 5 7

297

140

190

784

2 5 0

200

450

帥0

5 0 0

400

900

1,800

7 5 0

600

1,350

2,700

家畜市場

一

【
旬
、／

剣
セ

平取家畜市場の広域

運営年4回 800顕

肥育牛は公社分は主

に全農経由、本小生

体輸送枝肉販売

,II,Hl型では広域市

場圏で年10回3000頭

程度

・‖巴育牛は札幌畜産公

社と殺,肉商資本と

契約販売する

粗 生 産 額《調)

農

協

販

売

事

業

取 扱 高《調)

手 数 料(刷)

総 利 益(〃)

配分管理費(〃)

事業利益(〃)

負担職員(人)

1 . 3

2 1 0

176

105

71

0 , 3

3 . 2

480

400

240

160

0 , 5

9 . 7

1,455

1,200

720

480

1 . 5～2 . 0

協農 公社は独自販売

手数料率  15%

総利益率   87%

配分管理費率 60%

1対手数料)

事業利益率  34%

販売部門の平均賃金

279万円

・農協販売に一元化す

る

。現状と同じ条件とす

る

。人件費比率は配分管

理費の80%

平均賃金300万円と

する

経

営

安

定

子牛 価格補償

へい死事故 "

"   互助制度

飼料 価格安定

営 農  指  導

( 6 2戸)

180頭

650

700

兼  務

0.2人

500

1,∞0

1,000

1lo00

1人

0 . 5人

1,000

2,lX10

2,000

2人

1.0人

1 , 5 0 0

3,000

3,000

2人

1 . 5人

肉牛基金

家畜共済

肉年生産

振興会

農協普及所

(畜産)

共活加入卒  93%

代畜購入積立

2,000円/頭
へい死率12～14%

日高西部普及所1人
当農業粗生産8億円
畜産担当は全旭塑人

,コl入車100%とする

・肉牛粗生産6億円に

1人とする

総

△
□

整

発

調

開

画

術

計

技

郭
誤新 町主導,農協・生産組

合の協議

産地肉般 議〈仮称〉

の結成、各プロセス評価
と改善長期計画の樹立
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② 衛生管理プロセスは家畜共済がil当し,畜

種注と同で成立 している。

③ 資 金供給プロセスは同定資本形成資金 5, 8

億円,平 均的流動資金2. 3億円を要し,前者は町農

政 を軸に,l T R・道 ・町費 ・農協系統資金の導入に

なる。後者は町費 ・農協 ・農民資金により運用さ

れる。一賞生産化は流動資金量を著 しく増大させ

る。

③ 販 売ブロセスは農協販売事業の担当で,現

状取扱高は 1.3億円,手数料 210万円にと まゞり,

専門職員の配置はできない。畜産公社事業の一元

化による専門的対応が必要である。

① 経営安定プロセスでは子午価格安定米令加
入の拡大 を必要 とす る。

① 総 合プロセスは,各 プロセスを連結し産地

機能を向上させることを使命とするが,現 状はな

お末成熟である。

このような調査素材の現状評価をベースとして,

産地機能に最 も深いか わゝ りをもつ産地規模の変

化に対 し各プロセスがどう月て1応するかを検討 し,

肉牛産地構造のモデル化を試みた。産地規模は,

j宣内における指定地域 (市町村)単 位の発展段階

では産地総頭数 500～700頭が当面の現実的目標

である。しか し,調 奈素材の1400頭余の現状にお

いても各ブロセスの円滑な運営を期 しがたく,素

材自体3000頭の産地規模を目標 としている。これ

らのことから産地規模の設定は,調 査素材の現状

とほ 同ヾ一規模の I型 (基礎牛 1000頭),日標規模

に近いI111(基礎牛 2000頭)およびI111!(基礎牛

3000頭)と した。II1 4!については全国農協中央会

が中心 となって提示された畜産同地達成構想に示

された肉用牛 団地批棋
掛

(生産団地成牛 3000頭,

肥育団地 :常時 2400頭)に注日し,今 後の発展 目

標や広域的産地を考慮し設定することヽした。

産地の広が りは市町村ないしは農協単位の区域

が一般的である。そこでは産地 として生産農家 と

十分な連けいの上に計画主体を形成しうることが

絶対的条件である。産地の日的が生産農家の経済

活動である限 り,本 質的には生産農家そのものが

言1本画主体でなければならないが,具 体的には自汗i

的生産組織 と農業協同組合が中心 となって城内関

係機関を叫合して計画主体を形成すること なヽる。

したがって産地の広が りは連体性のとれる範囲の

生産農家のそれと一致することが至_Lであり,具

体的には農協単位の生産活動 といえよう。そこで

産地構造両から要求する産地規模 と産地区域設定

の整合が問題 となるが, こ でヽは目標設定 をも含

めて幣合するという前提に立つが,現 実には小産

地 (農協)が 結合 して機能的産地を形成する場合

をも想走する。

つぎに産地の肉牛生産形態であるが,現 状は子

牛生産に偏待 しているもの ,ヽ子 年生産の安定的

発展にとって地域一賞生産が必然の方向であり,

施策的にも各種事業を通 してその体制整備がす ヽ

んでいることから, こ でヽはllq別経営を子年生産

形態 とし,地 域補完11の一貫生産 とする。

以上の基本認識により策定 したのが表II-40.

図H-4の 肉午産地構造モデルとフローチャー ト

である。

I五!モデル :こ のモデルは平取町の現状程度の

産地規模で,米 礎年 1000頭 の地域一貫生産1!産

地構造モデルである。肉牛の出荷は子午 250頭,

肥 ・廃牛 650頭の合計 900頭となり,肉 午粗生産

額は 3.2億円程度 と見込まれる。各プロセスの運

営は多分に地域農業ないしは畜産分野 との協調が

基本 となる。現状 との対比では販売 ・繁殖 ・改良

プロセスの拡充を必要 とする。

II型モデル :こ の型は基礎午 2000頭 ,総 頭数

4200頭 の地域一賞生産型産地構造モデルである。

道内最大の和牛産地である白老町の現状にや 適ゝ

合する。肉牛総出荷頭数は 1800頭で,子 午 500

夢頁, 肥 ・廃年 1300頭からなり,肉午氷比生産額は6.5

億円と見込まれる。各プロセスとも事業規模の拡

大により専門的な運用が可能 となり効率化がはか

られる。このモデルの最大問題は肉牛飼養農家の

育成と,放 牧プロセス実現に必要な土地資源問題

である。

II1 4!モデル :こ のr〔!は米礎午 3000頭 ,総 頭数

6300頭の地域一貫生産五!産地構造モデルである。

土地基盤 ・農家数 ともに大きな条件を備える地域

または数農協が結合 した広域的な産地構造モデ

ルとして位置づけられる。肉牛の出荷頭数は子午
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‖巳十i li

年 3い| 1糊僻!出場 蛇1生前X円白

総 体 1 勺 1 1  6 D l 案 蛇 恨  け 1 1 1 は1 " R

十卜有夜↑

| [ 動 査 令

ぃlt il本|ケ成

十残協営また|よ共同肥育|

]巴奇牛常時211Ⅲ,R

末  志  市i ナ場
i 農 協 H

家畜べ工授精事業

障雄十賞付事業

牧賢'条例

農 llll皓買 Ⅲ〔ヽ
家 絡 ! ( 1 汽Ⅲ k

農 k改 1 ( l l及n i

農協 キ 農 精 卓

ンンン
稀 件 部 伊|

躍∃旦璽ヨ__即
図II-4 肉 年生産の産地構造フローチャー ト (I室!)

750頭,肥・廃牛1950頭の合計 2700頭となり,肉牛

粗生産額は 9.7億円と児込まれる。各プロセスと

も事業規模の拡大でよリー層専門的な運営が可能

となるが,プ ロセス全体の調和ある運営が不可避

である。
一方,産 地形成上は肉午飼養農家の育成 ・放牧

ブロセスの達成等のほか,25.9億 円に及ぶ固定資

本形成資金の調達等 多くの難問が介在する。また,

広域産地にあっては計画主体の形成が重要課題 と

なることは自明である。

本篇では,調 在地域 とした北海道における肉午

生産の展開とくに産地化の動向を検討し,そ の中

から平取町の肉午生産活動を対象とし,そ こでの

肉午経営の展開とそれを支える地域生産機能の実

態分析を行い,そ の実態を投映した産地構造モデ

ルを提示 した。その概要はつぎのとお りである。

1.北 海道における肉牛産地化の動 き

北海道における肉牛産地形成は,肉 用年生産振

興地域指定を契機 とした国 ・道の施策導入により

急、速な転開を続けている。指定地域 (市町村)63

か所を分析対象として産地形成段階を検討 した。

1)指 定地域の分布は道央部,道 南部の稲作地

帯に多く, と くに日高 ・胆振地域での指定市町村

率は58%を 超える。

2)産 地規模 (1976年)は300頭未満が26地域,

300～500頭層が18地域,1,000頭以 11は5地 域であ

る。各地域 とも著しく拡大してお り, と くに小規

模産地では貸付午導入への依存が大きい。

3)肉 牛飼養の展開は,普 及度の伸展よりも飼

養規模の上向に負うところが大きいじ高普及と多

飼養で展開する地域は日高 ・胆振 ・上川管内の和

約要
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午先進地域である。

4)肉 年生産への特化は山村ないし農山村地域

で仲展 し,対全道の肉用牛特化係数 (1977年)5,0

以 卜との地域はざi冠村,虎 部村寺 9地 域を数える。

5)産 地化の具体的動 きとして肉用年生産同地

育成事業にはじまる一jこの一 ダi生産 !ヽ産地柱設が

あげら才しる。

2.肉 牛生産の産地構造

1)平 取町における農業の展開 と肉牛生産の位

置

平取町は総農用地8,500ha,農家戸数800戸の純

農村で,沙 流川の流域に広がる水円と11陵地の畑

作で,日 作 ・日畑作が主体 となって展開し, 1部

に酪農カギ存冶tする。
一般に規模が琴細で,野予来 ・豚 ・地 ・昨梅岸3・

肉午等の複合化が,とんでいる。

肉牛飼養は1962年の共 毛和柿の町貸付に始まり,

地力維持,所 得補先,遊 休牧野利用をね'っいに注

透 し, 現引人で
｀
は1()0,fで`年間母

′117()()J虫を飼養 し,

j・牛 450頭,肥 f「牛 190,r〔,廃 用111110虫を生産

し, 1億 9T"円 の相L生産 をあげている。農家個

々の飼養ガ〔数は10頭未満が 6iギl,2()～3()蚊が 311‖

と少ないが,そ れなりに安定 している。

2)地 域補先機能の実態

(1)繁 殖 ・改良……本交は町営牧野のサ〔託放牧

中に実施。人工援精は家畜共済がⅢl当し,そ の蚊

数比率は50%に 及ぶ。和牛生産改良組合 (金針協

会認定 )を 結成し,組 織的な牛群改良に取細んで

いる。

(2)叔 託放牧……町が 4()0頭収牧可能な牧野を

言受置し, 政言七料 120円 い|えとす)で 町
・
内該当

′
liの5()

%を 受託 してお り,加 1えて共同牧野 も設置されて

いる。放牧子牛の増体堂は 1日 平均 0.7KHの成績

となっている。

(3)畜 産公社の肥育牛生産……町 ・農協出資の

公社を設立1し, 120頭 の肥育牛生産で十ヽj本加価値向

liを区1っている。

(!4)資材供給……農協購買事業で供給高 1億 6

-千万円, 負Ⅲl職買 2名 がち期人である。

(5)術 生管理……対象牛の93%が 家畜共済に加

入し,12tll康保持に留意 している。

((;)資令供給……肉牛導入開始から現在までの

L「ll定資本形成 51′む8千 万円,現 状の肉牛関j三流動

資金は 2億 3千 万円に進する。

(7)販 売……子牛は平取家畜市場に出荷,公 社

の肥f「牛は1::接販売,農 協販売事業取扱高 1億 3

千万円, 負す|,1lJ^能職票数は ()。3人となっている。

(ぷ)維 甘安定…・―F牛価幣安定基金加 入(62ナi,

280虫)と 家畜共済加入で安忙を図っている。

(9)総 合化機能……肉牛生産1枚興会を組織 し生

産者と関係機関の,生けいを図っているもの ,ヽな

お米成熟である。

以_11のように生産者 とHr・農協 ・農業共済ネFl合

などの関係機関が各々パー ト機能を先遂するとと

もに産地 としての円!1号
・な総合運営に努めている。

3)肉 牛生産地構造モデル

現状の産地構造をもとに, I・ H・ III代!の産地

モデルを提示 した。各モデルとも地区一 ri生産4!

で,14!は十子牛1,(X)0'攻で,3億 2千 万円の相1生産,

I141は2,()()()夢虫で, 6億 5千
~ブ
す円, II1 41は3,()00

虫, 9億 7千 万円である。

産地胤棋を規定する条件は第一義的には肉午維

営 (「3‐数 と頭数 )で あるが, 同時に地域補i先機台ヒ

も独自に規模条件を要求する。その整合が呉体的

な問題である。道内産地の現状からすれば 111産

地が当面iの目標 となろうが,地 域補売機能の完結

限界ではII与!産地脱棋 となる。

〔註〕

1)本 篇の 2章 以下は米内山昭和ほか :「肉牛生産の生産地形成に関する実証的研究―調査期間1975

1 9 7 7年」を再編 したものである 滝 サ|1畜試 197 9

2 )米 内山H召和 ・共1沢不二男ほか :肉 用 F年生産経営の営農方式に関するfff究 滝 ||1畜試  1 9 7 7
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総

本研究はわが国における和牛を中心 とする肉午

生産の展開様相 と,産 地構造の側面から肉年生産

の展開方向を模i索したものである。成果の要約は

以下のとお りである。

1.肉 年生産の展開様相

1)役 午飼養の衰退 と用畜化の展開

わが国の牛肉生産は一貫して役牛飼養に随伴 し

て展開してきた。戦後,1950年 代後半からの経済

の高度成長に支えられた農業機械化の伸展,農 村

労働力の他産業への吸引があって役牛の飼養廃JL

が急進 した。一方,経 済の高度成長に触発されて

牛肉消費が急増し,和 牛の用畜的飼養がイ申展する

もの ,ヽそれが本格化するのは1965年以降である。

2)用 畜化段階における飼養立地の移動

役午飼養は1955年から1965年の10年間にほとん

どの県で半減するが,東 北 ・九州地域では用畜的

和牛飼デヘの転換がす みヽ,肉 牛総頭数は 100～

150%に 増加する。また,北 海道のような新 しい

肉午産地の台頭,消 費市場に立地 した関東 。東海

地域等での肥育年生産の伸展があり,子 年生産 と

肥育年生産の社会的分業を基調 とした立地変動が

急進 している。

3)立 地移動の要因

立地移動の第 1次 的要因は農業機械化 と役牛廃

止や農外就業条件にか わヽる時系列的地域差であ

り,第 2次 的には用畜的和午飼養進展の地域まで

ある。その基軸には和牛飼養にか わヽる各地域の

歴史的所産 としての経済基盤 (子牛4面格 ・肥育牛

価格)が 大きく関与 している。

4)子 年生産 と肥育年生産

子年生産は依然として役午時代の零細飼養構造

を脱しきれず,副 産物収入 (使役,厩 肥)の消減・

減少が加わって純収益の確保は極めて困難である。
一方,肥 育牛生産では若令肥育方式の開発があっ

て大規模飼養の素地がつ くられたもの ,ヽ平 均飼

養規模はなお零細で,か つ素午価格の変動 と上昇

があって最終生産費を著しく押 し上げ,収 益性 も

不安定である。肉牛生産の展開にとって子年生産

の安定発展を基本問題 とした肉午生産の総合的推

進が不可欠であ る。

括

2.肉 牛生産の産地構造

肉年生産の新興地である北海道を対象地域 とし

て,そ こでの産地化の動向を祝括し,調 査対象産

地を平取町におき,産 地的な生産 と販売の仕組み

を明らかにした。対象産地の肉牛生産は地域一賞

生産1!である。

1)北 海道における産地化の動 き

北海道には肉午産地化を指向する市町村はおよ

そ30%で , とくに道央部から道南部の稲作地帯に

多い。肉牛の産地規模は多様で300頭未満が4げち,

1,000頭以_1二が 5産 地 (8%)で ある。

肉牛飼養の普及度は低調で,10%以 下の産地が

60%を 超え,平 均飼養規模 も1()頭未満の産地が60

%に 達 し総 じて未成熟である。一方, 日高 ・胆振

地帯の和牛の導入先発産地で高普及 ・多頭飼養が

す んゝでいる。肉年生産への特化 も先発導入産地,

とくに山村ないしは農山村です んヽでいる。

肉牛生産形態は子午生産五Jが大勢を占めるが,

肉用午関係事業を導入して地域一蛍生産ブ子!産地建

設がす んヽでいる。

2)平 取町における肉年生産の産地構造

平取町の農業は,稲 作を基幹に豚 ・鶏 ・軽種馬・

牛等の複合4!経営 と,一 部酪農経営で展開する。

肉午 (黒毛和種)の 飼養は1962年の町貸付午阜

入に始まり,現 】太はおよそ 100戸,1,40()頭を教え

る道内大4!産地である。

肉年生産の産地構造は,子 年生産を主体 とした

1回別経営を軸 とし,そ の発展段階に貝rt応して整備

された地域補完機能 とによって構成される。地域

補完機能は 9プ ロセス (機能)に 分かれる。

(1)繁 殖改良プロセス :本交は町営牧野, 人工

授精は家畜共済が担当,和 牛生産改良組合を中心

に基礎午改良を推進 している。

(2)放 牧プロセス :町営牧野 と共同牧野で担当,

預言む率は50%に 進する。

(3)肥 育プロセス :町畜産公社を設立 し 150頭

の生産体制をとる。

(4)資 材供給プロセス :農協購買事業でi!I当,

供給高 1.6億円と概算される。

(5)衛 生管理プロセス :家畜共済が担当,加 入
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率は93%に 及ぶ。                畜 共済への加入で危険回避をはかる。

(6)資 金供給ブロセス :固 定資本形成資金 は   (9)総 合プロセス :自治的組織 と関係機関の運

5.8億円に及ぶ。国 ・道の補助をうけ町の資金負  け いをとっているが,な お未成熟である。

担は 2.8億円を超える。単年流動資金は 2.2億円   3)肉 牛産地構造モデル

に達する。                    調 査対象産地の実態をもとに,産 地規模 を3段

(7)販 売プロセス :農協販売事業 として子牛は  階 (母牛規模 I型 :1,000頭,II型 :2,000頭,III

平取家畜市場 を中心に出荷,取 扱高は 1.31意円で  型 :3,000頭)と したモデルを提示 した。北海道の

ある。畜産公社産肥育牛は直接販売。       当 面の目標は I型 であるが,各 プロセスの存立性

(8)経 営安定プロセス :子牛価格安定基金 と家  か らはII・III型への発展が望 まれる。
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Research on the lDevelopment of Beef Cattle Production

and the Structure of the Producing Areas

by

Akikazu YoNAttANIA

Sullllllllary

This research、vas made in order to clarify the development of Japanese beef cattle production

based mainly on Japanese breeds,and als9 to estirnate its future directions in vie、v of the structure

of the prOducing areas.  The follo、ving is the summary of the result.

1. Development of beef cattle production

l)Decline of draft cattle production and development of livestnck cattle production

Traditionally,the production of beef in Japan depended on draft cattle raising.   After WOrld

War II,draft cattle production decreased suddenly due to automation based on the rapid gro、th in

the economy since the late 1950's,and because Of the dispers10n of the agricultural population into

other industries.  On the other hand,the cOnsumption Of beef increased enOrmously influenced by

the economy's gro、vth,and raising Japanese beef cattle for livestOck purposes expanded.  These

trends,ho、vever,did not become obvious until after 1965.

2)Changes Of livestock cattie producing areas

Draft cattle raising declined by half in most prefectures bet、veen 1955 and 1965,Ho、vever,the

total of beef cattle increased by 100レ6t0150%6,beCause draft cattle raising、vas converted to rais‐

ing Japanese cattle as livestOck in the Tohoku and Kyushu Districts. Also, there was an increase

in the ne、v beef cattle producing areas such as IIOkkaido,and a gro、vth in fattened cattle prOduc‐

tion in the Kanto and Tokai Districts 、 vhich have large beef consumption markets. Thus, the

regional cattle prOductiOn cOnditions are changing a great deal,based on specializatlon in calf and

fattened cattle prOduction.

3)Main factOrs of changes in producing areas

The prirnary factor is the systematical difference in regions concerning autOmation, decrease

of draft cattle,and non,agricultural emp10yment cOnditions.The secondary factor is the regional

difference in the development of raising Japanese beef cattle for livestOck purposes.The econonlic

basis(e.g.prices Of calves and fattened cattle)in each area is greatly related to this secondary factor.
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4)Calf prOduction and fattened cattle production

Calf production is still underdeveloped since the draft cattle production age,and together、vith

the decrease in income from by―products such as draft cattle and manure, securing net income is

extremely difncult. In fattened cattle production,development of a systern for producing young

fattened cattle made large‐scale raising of cattle possible.  Ho、vever,the aミ軽 age scale is still small,

and prices of original cattle vary.  These factors keep the rlnal production costs very high, there‐

fore the profltability is unstable.

A comprehensive promotion of beef cattle production based on the stable gro、 vth of calf pro―

duction is essential to the development of beef cattle production.

2. Regional structure of beef cattle production

This survey、vas done in Hokkaido,an island、 vhere beef cattle production has been develop‐

ing recently.  The survey、vas especially dOne at Biratori To、vn.It、アas airned at summarizing the

conditions of producing areas,and explaining the mechanisms of production and sale. The object

to、vn has constistent regional production.

1)T‐rend Of regiOnal production in Hokkaido

About 30夕ろof tO Vヽns and villages in Hokkaido produce beef cattle. These to、vns and villages

are found in great number in rice―producing areas in Southern and Central]Iokkaido. The produc―

tiOn scale of beef cattle variesi 41夕ろof prOducing areas have less than 300 heads each and 5 areas

(8%of total)have rllore than l,000 heads.′rhe prevalling rate of beef cattle production is very lo、v.

Over 600。 of the towns and vlllages have beef cattle prOducing households of less than 10%6.  The

average production scale is very small.  The households、vhich have less than 10 cattle amount to

600。.  On the other hand,beef cattle production prevalls on a larger scale in the]五idaka and lburi

areas、vhere Japanese breeds、vere intrOduced irst. Specialization tO、vard beef cattle production

is developing in those areas,particularly in mountain vlllages and highiand villages. The calf prO‐

duction type is in the majority.  Projects concerning beef cattle are introduced for consistent re―

gional production.

2)StruCture of beef cattle production in Biratori

Agriculture in Biratori is either rnultiple―type farrlling in、vhich rice is the major product and

gigs,chickens,race horses,and cattles are also raised,or rice and dairly farrning.

In EliratOri, beef cattle prOduction (Japanese black cattle)started 、vith the introductlon of

cattle on town loan in 1962, No、v the town has about l,400 beef cattle in 100 households, and is

one of the majOr beef cattle prOducing areas in Hokkaido.

The structure in beef cattle production is composed of mainly indivldual management、、■th calf

production,and also of a complementing regional function gradually improving along、 vith the de‐

velopment of individual lllanagement.  The complementing regional function can be divided into
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the follo、ving processes.

(1)Breeding prOcess

The to、vn―run farm is in charge of natural rnating,and the agricultural rnutual aid c00perative

is in charge of artincial inseIIlinatiOn. 1｀he improvement of fundamental cattle is being prO_

moted mainly by the Biratori Japanese Cattle PrOduction&Improvelllent Cooperative.

(2)Pasturing process

The to、vn―run farm and the cooperative farm are in charge of the pasturing process.  The

trusting rate amounts to 50Pb.

(3)Fattening cattle prOcess

A public livestOck corporation、 vas established to produce 150 fattened cattle.

(4)Hygiene cOntrol process

The agriculturaI Illutual aid coOperative is in charge of this prOcess, and the membership rate

amounts to 93身 b.

(5)A/1aterial supply process

The agricultural cooperative is in charge of this process as a purchase project. The amount

of supplied materials is estirllated to be about 160 111illlon yen.

(6)Fund supply process

The Flxed assets forrlling fund amounts to 580 1nilhon yen.Even■ rith subsidies frOm the Japantte

and Hokkaido Governments,the town bears Over 280 111illion yen expenses.  The amount Of

yearly liquid assets reaches 220 111illlon yen.

(7)Selling prOcess

The selling prOcess is handed by the agricultural c00perative as a sales prOject.   Calves are

mainly shipped fronl the Biratori LivestOck MIarket and the total of sales amOuntt to 130 rll111lon

yen.  The fattened cattle prOduced by the livestOck cOrporation are sold directly.

(8)A/1anagement stablization process

Nttembership in the calf prices stabilization fund and in the livestock mutual aid cooperative

makes stable management possible.

(9)Comprehensive process

AutonOmous organization and concering bOdies cooperate among themselves for this process,

but it is still in the developing stage.

3)ModeiS Of Structures in beef cattie producing areas

Three types in beef prOducing scale have been chosen based on conditions in the sぃァeyed to、、砲.

Type l   scale l,000 fundamental dams

Type II   scale 2,000 fundamental dams

Type III   scale 3,000 fundamental dams

The target at the moment is to stimulate lアヽpe l in HokkaidO.The development of■ アヽpeS II
and III,however,is desirable tO make each prOcess independent.
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